５　中部市町村共同施設管理組合
広域行政による共
　高度な経済成長を遂げた日本国民の暮しが大きく変化するに従い、地方自治体における行政もそれに即応で
同施設設置の発想
きる体制を整える必要性に迫られたことは当然のことであるが、なかでも住民の暮しに直結する福祉行政の問題点解決は急務とされていた。しかしそれらの問題点を解決するに当たっては大きな投資を必要とするため、近年各地で数か町村共同で処理する広域行政方式が採用されて大きな効果を上げている。

　中部市町村共同施設管理組合は、従来から一つ一つの事業を共同処理するため中部の市町村でそれぞれ独自につくられていた一部事務組合を統合し、合理運営を図ろうと企画発足したもので、倉吉市ほか東伯郡内町村全部が加入して昭和４６年１１月１日付から発足したものである。
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発足した管理組合
　この管理組合は事務所を倉吉市に有しているが、本組合の発足から運営の概要について次に記してみる。
の運営概要
　この管理組合の所管する事項は次のとおりであるが、この内１から４までの事項は従来から別々に組合がつくられて運営され、これに５から７までを新しく加えて運営されることになったものである。


　１、し尿及びごみ処理施設の設置並びに管理に　　　　４、交通災害の共済事業に関すること。

　　関すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　５、消防に関すること。（消防団事務を除く）

　２、伝染病隔離病舎の設置及び管理に関すること。　　６、火葬場施設の設置及び管理に関すること。

　３、畜産物処理流通改善施設の設置及び管理に関　　　７、霊きゅう自動車運送事業に関すること。

　　すること。

　管理組合の議会議員は倉吉市１５人、他の町村は各２名宛とされ合計３３人をもって構成されている。また管理者は倉吉市長が、副管理者には通常東伯郡町村長会長、組合議長には同議会議長がそれぞれ選任されている。
広域行政と消防体
　この管理組合設置の時点で大きな問題となったのは、各市町村にある消防体制をどのようにするかというこ
制の問題
とであったが、複雑化する火災発生原因に対応できる消防体制を整えるためには各種の機動力を必要とし、そのためにはやはり共同で広域消防体制の設置が必要であるという結論に達した経過がある。この広域消防の内容は、「行政＝消防」において詳しく記述しているので省略する。

　この企画に独立庁舎の建設が計画され倉吉市八屋の竹田橋東詰を位置とし、敷地１,８５１㎡に鉄筋コンクリート造３階建（一部鉄骨）延１,７８１㎡の建物が建築され、昭和４８年９月工費９千万円をかけて完成した。
管理組合の経費負
　ところで、この管理組合の所管する各事業の経費に関する分担方法、負担率等を下に記録しておく。

担方法
１、管理費＝議会費、総務費にかかる負担割合は、倉吉市５１％、町村４９％（前年度におけるし尿処理場費、

　予防費、畜産物処理費、交通災害事業費の各町村負担総額の割合）とする。ただし事務局長にかかる人件費

　については倉吉市の負担とする。

２、伝染病隔離病舎＝伝染病隔離病舎の維持管理にかかる負担割合は、最近の国勢調査による人口割りとする。

　ただし患者治療にかかる経費については発生町村の負担とする。

３、し尿処理施設＝し尿処理施設の維持管理にかかる負担割合は、倉吉市７０％、町村３０％とする。ただし

　町村の負担割合は、最近の国勢調査の人口２０％、過去３箇年の実績割８０％とする。


４、ごみ処理施設＝ごみ処理施設の維持管理にかかる負担割合は、最近の国勢調査の人口に基づき次の基準に

　より算定された割合とする。


（１）収集割合　人口の６割　（２）倉吉市　１人１日当り排出量７００ｇ　（３）町村　１人１日当り排出


　量６００ｇ

５、火葬施設（霊きゅう自動車を含む）＝火葬施設の維持管理にかかる負担割合は、最近の国勢調査による人


　口割５０％、前年の火葬実績割５０％とする。

６、交通災害共済＝交通災害共済の事務にかかる負担割合は、最近の国勢調査による人口割りとする。

７、畜産物処理施設＝最近の農業センサス調査による農家戸数３０％・前年の家畜利用頭数割７０％


８、常備消防費＝常備消防費にかかる負担割合については、次のとおりとする。


（１）倉吉市　基準財政需要額に積算された消防費にかかる交付税の８０％

（２）町　村　各町村の消防費について消防法の規定に基づき指定都市の指定を受けることによって増加した


　　消防費にかかる交付税の増加分

９、ごみ処理施設建設費（４９年度で終了）＝ごみ処理施設の建設費にかかる負担割合は、倉吉市、北条町、


　羽合町、泊村を５０％とし、関金町、三朝町、東郷町、大栄町、東伯町、赤碕町を５０％として最近の国勢


　調査の人口に基づき、次の基準により算定された割合とする。


（１）収集割合　人口の６割・（２）倉吉市　１人１日当り排出量７００ｇ・（３）町　村　１人１日当り排出


　量６００ｇ

　以上がそれぞれの区分に応じた負担の基本であるが、さらにこれを市町村に負担する割合を算出してみたものが下記の表のとおりである。
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